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外国人留学生の状況 

日本の外国人留学生は 1980 年代以降大きく増加してきている（図１）。その数は 2000 年から著しく

増えており、03 年に 10 万人、15 年には 20 万人超となった。その背景には、08 年に日本政府が発表

した「留学生 30 万人計画」（20 年を目途に留学生受入れ 30 万人を目指すもの）があり、そのために

留学生数の伸び率が加速された。その結果、日本の教育機関に在籍する外国人留学生数は 17 年には約

26.7 万人となり、「留学生 30 万人計画」は近く達成されると見込まれる。 

留学生の数は総じて増加しているが、内訳をみると、私費留学生の数が激増しており、国費留学生

の伸びはほぼ横ばいとなっている（図１）。また、在学段階別によって、学生数の増加率が異なってい

る。2011 年から 17 年までのデータ（図 2）をみると、主要なシェアを占める大学（学部）と大学院の

在籍学生数の割合がそれぞれ 50％から 29％、28％から 17％まで縮小しており、専修学校（いわゆる

専門学校）と日本語教育機関（いわゆる日本語学校）の在籍学生数の割合がそれぞれ 18％から 22％、

19％から 30％まで拡大したことがわかる。このように、17 年の時点において、日本語教育機関の在籍

学生数の割合は一番大きなシェアを占め、その学生の急増が全体の数字を押し上げていることに注目

                                                  
1 本稿は『アジア太平洋と関西・関西経済白書 2018』（一般財団法人アジア太平洋研究所（APIR）、2018

年）の Section 5 からの転載。 
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すべきである。この影響で留学生の質が二極化しており、日本語が得意でない学生が増えているとい

う問題が指摘される。 

また、日本への留学生の出身地域をみると、長期に渡り、アジアが約 9 割を占めることがわかる。

出身国別にみると、中国、ベトナム、ネパールからの留学生がそれぞれ全体の 40％、23％、8％であ

り、トップ 3 にランクインしている。留学生数の最も多いのは東京都（10.3 万人・１位）で、大阪府

（2.2 万人・2 位）、福岡県（1.8 万人・3 位）、千葉県（1.2 万人・4 位）、京都府（1.1 万人・5 位）で

ある（2017 年 5 月１日現在）。 

なお、関西地域においても、留学生数は 13 年の約 2.9 万人から 17 年には約 4.6 万人まで増加した。

就職者数も、16 年の 1 年間で約 3,100 人の留学生が新たに関西で就職した2。 

 

図１：外国人留学生数の推移 

 

（注）国費留学生とは、日本政府負担の留学生であり、私費留学生とは、国費留学生以外の留学生である。 

（資料）日本学生支援機構（JASSO）『外国人留学生在籍状況調査結果』各年版より作成。 

 

図 2：外国人留学生の在学段階別構成

 
（資料）日本学生支援機構（JASSO）『外国人留学生在籍状況調査結果』、全国学校法人立専門学校協会『専門学校にお

ける留学生受入れ実態に関する調査』より作成。 

                                                  
2 法務省「平成 28 年における留学生の日本企業等への就職状況について」。 
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東南アジア地域からの留学生の現状 

（１）私費留学生の割合拡大 

第二次世界大戦後、日本が留学生を受け入れたのは、1952 年にインドネシア政府が派遣した留学生

が最初であった。その後、54 年に「国費外国人留学生招致制度」が開始された。当時、東南アジアが

重点対象地域として挙げられ、国際交流、友好・親善の促進と人材育成を目的としていた。77 年には、

東南アジア諸国の元留学生同窓会の連絡組織として「東南アジア元日本留学生協議会」が設立され、

奨学金支給、学生交流事業などが行われた（佐藤、2009）。 

 

表１：送り出し主要国の国費留学生の推移 

 

（資料）外務省『わが国と東南アジア諸国の留学生交流の在り方に関する研究』調査、文部科学省「国費外国人留学生

の受け入れ人数について」より作成。 

 

まず、東南アジア諸国からの留学生は日本政府が支給する奨学金、いわゆる「国費留学生」に注目

する。2003 年に日本に留学してきた約 3 割の東南アジア留学生は国費留学生であった（表 1）。中国と

韓国からの国費留学生の割合が約 6％と 2％であることから、東南アジアの留学生は中国・韓国よりも

国費奨学金で留学する割合が高いと言える。しかし、17 年のデータをみると、国費留学生の割合が総

じて減少している。インドネシアとタイは 40％前後から 10％台まで減少し、ベトナム（38％から 1％）

とマレーシア（14％から 6％）とミャンマー（27％から 4％）においては 2 桁から 1 桁まで激減してき

た。これらのデータから、東南アジアからの留学生総数が増加しているが、私費留学の割合が拡大さ

れていることがわかる。 

（２）ベトナムとミャンマーからの留学生急増 

日本に留学する留学生の送出国の上位の国は、長期間にわたり、アジアの国々であった。90 年代、

中国、韓国、台湾の東アジアグループに続いて、マレーシア、インドネシアとタイが第 2 グループを

成形し、常に主な送出国の上位 5 位にランクインしていた。しかし、2000 年以降、ベトナムからの留

学生数が一気に増加しており（10 年は約 3.6 千人、17 年は 6.2 万人）、04 年にインドネシア、05 年に

タイ、07 年にマレーシアを抜き、東南アジア諸国の中で最大の送出国となった。また、13 年から、中

 留学⽣総数
（A）

 うち国費留学⽣数
（B）

 割合(B/A)
 留学⽣総数

（A）
 うち国費留学⽣数

（B）
 割合(B/A)

 タイ 1,641 622 37.9%  3,985  704 17.7%
 ベトナム 1,336 510 38.2%  61,671  643  1.0%

 インドネシア 1,479 598 40.4%  5,495 907  16.5%
 ミャンマー 492 133 27.0%  4,816  206  4.3%
 マレーシア 2,002 276 13.8%  2,945  188  6.4%

 韓国 15,871 900 5.7%  15,740  624  4.0%
 中国 70,814 1,583 2.2% 107,260  1,064  1.0%

 アメリカ合衆国 1,310 129 9.8%  2,786  137  4.9%
 全体 109,508 9,009 8.2%  267,042  9,166  3.4%

2003年 2017年
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国に次いで 2 位にランクインした。ベトナムからの留学生の増加は東南アジアからの留学生総数を押

し上げ、17 年には東南アジア 8 ヶ国の留学生が約 8.2 万人（10 年は約 1.3 万人）、ベトナムからの留

学生は、日本における留学生全体の 31％、東南アジアからの留学生の 75％を占めるようになった。 

 

表 2：東南アジアの留学生数の推移 

 
（資料）日本学生支援機構（JASSO）『外国人留学生在籍状況調査結果』（各年版）より作成。 

 

ベトナムからの留学生は、大学や大学院といった高等教育機関への留学よりも、日本語教育機関に

おいて多く増加している。日本語教育機関に在学する学生は全体の 33％も占めている。また、ミャン

マーからの学生も日本語教育機関における在学数も増加し、2016 年からタイを抜いて、東南アジア諸

国の中で 3 位にランクインし、17 年には全体の上位 6 位に入っている。 

このように、先発のインドネシア、タイ、マレーシアからの割合が縮小しており、後発のベトナム

とミャンマーからの割合が急増してきたという動きがみられている。このベトナムとミャンマーから

の留学生の増加の背景に、どのようなことがあるか、そしてどのような問題を生じているのか、次の

節で述べることにする。 

 

東南アジア地域からの留学生の課題 

（１）「働きながら勉強する」留学生活 

東南アジア諸国からの私費留学の急増に伴い、留学資金の確保の方法が変わりつつある。2003 年時

点では、東南アジア諸国からの私費留学の来日前の留学資金確保（図 3）をみると、奨学金に依存する

のは 63.8％と、最も高かった。一方、日本でのアルバイト収入を留学資金源として考えている私費留

学生は 18.4％しかいなかった。また、当時の留学生の月収入の内訳をみても、アルバイトによる収入

がある私費留学生の割合が約 49％であり、その中に毎月 4.9 万円以下のアルバイト収入を得ていた私

費留学生が 27.5％であった（外務省、2004）。それらのデータから、来日前も、来日後も留学資金の確

保においてアルバイト収入に依存している東南アジア私費留学生は少なかったことがわかる。 

 

 

国名 留学⽣数 割合（％） 国名 留学⽣数 割合（％） 国名 留学⽣数 割合（％）
マレーシア 1,885 26.2 ベトナム 3,597 28.0 ベトナム 61,671 75.2

タイ 1,504 20.9 マレーシア 2,465 19.2 インドネシア 5,495 6.7

インドネシア 1,441 20.1 タイ 2,429 18.9 ミャンマー 4,816 5.9

ベトナム 1,115 15.5 インドネシア 2,190 17.1 タイ 3,985 4.9

フィリピン 483 6.7 ミャンマー 1,093 8.5 マレーシア 2,945 3.6

ミャンマー 390 5.4 フィリピン 524 4.1 フィリピン 1,806 2.2

カンボジア 232 3.2 カンボジア 333 2.6 カンボジア 846 1.0

シンガポール 137 1.9 シンガポール 199 1.6 シンガポール 397 0.5

合計 7,187 100.0 合計 12,830 100.0 合計 81,961 100.0

2002年 2010年 2017年
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図 3：東南アジア私費留学生の留学資金の確保法（2003 年） 

 

（資料）外務省『わが国と東南アジア諸国の留学生交流の在り方に関する研究』調査、2004 年より作成。 

 

しかし、2016 年時点の「私費外国人留学生生活実態調査」によると、アルバイトをしている東南ア

ジアからの留学生が 80％となっている。そのアルバイト従事率は東アジア（約 69％）、その他のグル

ープ（約 75％）よりも高い。また、東南アジア諸国留学生の月あたりの収入の内訳（図 4）をみれば、

仕送りが多い国（シンガポール（11.3 万円で、収入全体の 71％）、タイ（10.4 万円で、収入全体の

55％）、インドネシア（8.2 万円で、収入全体の 48％）、マレーシア（8.4 万円で、収入全体の 47％））

からの留学生はアルバイトによる収入が少ないことがみられる。それに対して、比較的経済発展度合

いが低い国からの留学生はアルバイトによる収入が多い。例えば、ベトナムからの留学生のアルバイ

トによる収入は 8.8 万円（収入全体の 55％）で、ミャンマーからの留学生のアルバイトによる収入は

9.8 万円（収入全体の 60％）であった。 

 

図 4：東南アジア私費留学生の月収入の内訳（2016 年） 

 

（資料）日本学生支援機構（JASSO）『平成 27 年度私費外国人留学生生活実態調査』より作成。 

 

このように、留学資金の確保について、アルバイト収入に多く依存する私費留学生が増加したのは
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明らかである。これは、日本での生活を維持するための資金を確保するために、「働きながら勉強する」

ということをしなければならない留学生が増えていることを意味している。さらに、学習よりも、ア

ルバイトに重きをおいている一部の留学生は、近年、日本での学習の質を下げ、留学生へのイメージ

を悪くするという問題が生じている3。この課題に関して、次の節で、いくつかの提案を行い、議論を

深めたい。 

（２）日本での卒業後の就職難 

人的資本の観点からみると、留学の主な目的は自国より高いレベルの教育を追求することと、将来、

高い収入を得ることである（Rosenzweig, 2006）。東南アジアからの留学生にとっても、日本は単なる

高いレベルの教育を提供するところのみではなく、将来の就職チャンスを提供するところでもある。 

2016 年の「私費外国人留学生生活実態調査」によると、日本への留学の目的のうち、「学位を取得す

る」が最も多かった（図 5）。次いで、就職に関する項目（「就職に必要な技能や知識を身につける」

（東南アジア諸国：27.4％、東アジア：12.5％、他のグループ：28.6％）と「日本で働く、もしくは

日本企業に就職する」（東南アジア諸国：14.5％、東アジア：9.4％、他のグループ：12.8％）が続く

が、東南アジア諸国からの留学生は就職を目的とすることにも比較的重いウエイトを置いていること

がみてとれる。 

 

図 5：日本留学の目的（上位 3） 

 
（資料）日本学生支援機構（JASSO）『平成 27 年度私費外国人留学生生活実態調査』より作成。 

 

また、留学後、日本での就職を希望する東南アジアからの留学生が増えている傾向にある。2003 年

の時点には、約 20％の学生が日本で就職する意向を持っていた（図 6・左）。しかし、16 年には、日本

で就職を希望する東南アジアの私費留学生は 34.4％まで増加した。また、大学（学部）と大学院に限

ってみてみると、東南アジアの私費留学生は49.5％が第一希望として日本で就職したいとしている（図

6・右）。つまり、二人のうち、一人が日本で就職したいことがみてとれる。 

 

                                                  
3 例えば、「勉強は二の次、実態は“出稼ぎ”の「偽装留学生」排除へ」 

http://www.sankei.com/premium/news/171104/prm1711040020-n1.html 
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図 6：私費留学生の留学後の希望進路 

 
（資料）外務省『わが国と東南アジア諸国の留学生交流の在り方に関する研究』調査、2004年；日本学生支援機構（JASSO）

『平成 27 年度私費外国人留学生生活実態調査』より作成。 

 

一方、日本企業側にも東南アジアからの留学生の採用希望も大きくなっていると考えられる。民間

調査会社の大企業を対象とした調査結果によると、東南アジアの留学生を今後採用したい企業は75.4％

と非常に高い比率を示している4。しかしながら、同調査によると、東南アジア出身の留学生を採用し

たことがある企業は 32.3％にとどまっている。その中に、今後採用したい留学生の出身国がベトナム

（採用実績：19.2％、採用したい：32.8％）、タイ（採用実績：7.1％、採用したい：19.2％）、インド

ネシア（採用実績：4％、採用したい：11.6％）などが挙げられた。これは、東南アジアからの留学生

の日本企業への就職希望と、日本企業の採用希望に何等かのミスマッチがあり、そのような低い就職

実現率につながっていると考えられる。また、留学生出身者が日本企業に就職できても、言葉の壁、

ビジネス文化・価値観の違いから定着しない、活躍できていないという課題も挙げられている5。そこ

で、どのようにすればそのミスマッチが解消されるか、それを次節で考えたい。 

 

将来の「高度人材」の育成に向けて 

（１）意義のある私費留学生活の保障 

多くの調査結果によると、日本企業が外国人留学生を採用する目的として、「優秀な人材を確保する

ため」という項目が一番に選ばれている6。このことは、日本留学自体が留学生本人にとっても、日本

                                                  
4  株式会社ディスコキャリタスリサーチが 2017 年 12 月に実施した「外国人留学生、高度外国人材の採用

に関する企業調査結果」による。http://www.disc.co.jp/uploads/2017/12/2017kigyou-gaikoku-

report.pdf 
5 脚注 4 と同様。 
6 例えば、脚注 2 の調査結果、大阪経済大学中小企業・経営研究所（2018）『大阪における高度外国人材

の採用と定着』の調査結果等。 



ウェブマガジン『留学交流』2019 年 6 月号 Vol.99 
 

 

 

独立行政法人日本学生支援機構 Copyright © JASSO. All rights reserved. 
 

33 

社会にとっても、優秀な人材育成に大変大きな意味を持っている。そこで、今日の留学生を将来の優

秀な人材に育成するのに、留学生に良い学習環境を提供することは重要である。しかしながら、「働き

ながら勉強する」という生活を送っている留学生や学習を二の次にする日本語が得意でない留学生が

いることも事実である。 

そこで、筆者は日本語教育機関の留学生に対して、来日後の日本語能力水準に従って、働ける時間

の上限を設定することを提案する。具体的には、日常生活の中でも基本的な日本語が理解できる（日

本語能力試験の N4 と N5 に相当7）学生に対して、1 週間の労働可能時間を 10 時間だけとする。また、

日常的な場面で使われる日本語をある程度理解できる（日本語能力試験の N3 に相当）学生に対して、

1 週間の労働可能時間を 20 時間とする。日常的な場面で使われる日本語の理解に加え、より幅広い場

面で使われる日本語をある程度理解できる（日本語能力試験の N2 以上相当）学生に対して、1 週間の

労働可能時間を 28 時間とする。このような制度を導入すれば、日本語学習により取り組むようになる

ことが期待される。 

（２）将来の高度人材としての活躍のために 

ここで、東南アジアからの留学生の就職率の低さ、企業とのミスマッチについて考える。 

まず、東南アジアからの留学生の就職率の低さの原因について、筆者が関西地域の大学の状況調査

を行った。留学生の多くは、大学に在籍中、日本の就職活動事情について知らないまま、就職活動の

機会を失っている場合があることが調査から明らかになってきた8。その解決には、大学などで、就職

活動に必要な知識を必修科目として教え、日本企業や日本での就職をより理解させる必要があること

が考えられる。また、留学生の日本企業への就職を促進するのに、アジアに進出した日本企業が自社

へ就職を条件に奨学金を付与するのは一つの有効な手段であると考えられる。 

つぎに、留学生出身者が日本企業に就職できても、定着しない課題を解決するために、筆者は、ま

ず、社内に同出身国の社員がいるならば、「メンター制度」を採用することを提案する。メンターはそ

の社内事情やお互いの出身国のことに精通し、的確にアドバイスすることができるので、社内で制度

化することは有効であると考える。また、社内にメンターがいない場合には、日本企業で働いている

元留学生とその企業との間に、第3者の機関によって運営される相談窓口を設置することを提案する。

具体的には、元留学生が会社で理解できないことや疑問に思ったことをその第 3 者の窓口で相談し、

その第 3 者機関が、元留学生と所属企業に良き解決策を行う。そのことにより、外国人の社員と企業

の間に存在するギャップが縮小されると考えられる。 

                                                  
7 日本語能力試験（JLPT)は、日本語を母語としない人の日本語能力を測定し認定する試験である。JLPT

の認定の目安は次のリンクを参照されたい。https://www.jlpt.jp/about/levelsummary.html 
8 例えば、ある大学では、「就職なんでも相談会」を実施しているが、留学生が 1 割ほどしか来なかった。

また、ある大学では、同様に、「留学生就活ヘルプデスク」を実施しているが、留学生の参加率が少なか

った。 
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これらを実現するのに、国・自治体・経済団体・関係団体等の留学生支援機関が、就職という側面

だけではなく、「育成・定着支援」に向けて連携強化をしてもらうことを強く期待したい。 

（３）関西へのメッセージ 

近年、関西地域において、留学生数の増加とともに、就職者数も順調に増加し、2016 年の 1 年間で

約 3,100 人の留学生が新たに関西で就職した9。グローバル化が進む中で、今後とも、関西地域の経済

社会の発展とそれを支える高度人材の確保のために、関西への留学希望者を増やす必要があると本稿

では考える。なぜなら、関西での生活を経験した留学生のうち、73％が関西で働きたいと回答してい

るからである（APIR,2012）。 

2018 年に、関西の大都である大阪市が世界で住みやすい町の上位 3 位にランクインし、世界に広く

知られるようになっている10。そこで、この数年急増しているインバウンド・ツーリズムを通じ、関西

の「外国人にフレンドリー」という強みをファミリー層や学齢期の子供たちに知らしめれば、関西に

留学したいという可能性も高まるであろう。また、海外の教育機関を連携し、サマースクール等の活

動を行うことは、外国人学生が関西の優れた学習環境を触れさせるのに有効な誘致方法だと期待され

る。 

そのような好循環（関西に興味を持つ→関西への留学希望が増える→関西での就職希望が増える）

を作るような総合的な取り組みが関西では求められると筆者は考える。 
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